
９月定例市議会が９月７日（火）～10月４日（月）までの28日開かれました。10月３日に六十谷水管橋が崩落し、紀の川以北全域が断水
となったため、市議会緊急時業務継続計画（ＢＣＰ）を発動し、当初の日程を８日間短縮し閉会しました。
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中 村：水軒川右岸は昔から浸水被害に悩まされている地域。８基のポン
プを設置しているが、排水が追いつかず内水氾濫により床下浸水や道
路冠水が発生している。住民の意見を尊重して浸水対策を推進してい
ただきたい。
局 長：ポンプの定期的な点検・修理など施設の能力維持に努めるととも
に、他事業との連携も含め、今後も変動する気象状況による浸水被害
に対応できる有効な手法を検討してまいります。

中 村：コロナ感染拡大により市内事業者が苦境に陥っていますが、まだ
まだ支援が届いていない状況です。同様に一次産業においても影響が
出てきています。これまでの市の施策をしっかり総括し、今後に活か
すとともに、一次産業への支援を求めました。
市 長：感染状況を注視しつつ、市内事業者に与える影響や支援策のニー
ズなどを把握しながら、事業継続や経済活性化につながる支援など講
じていきたいと考えています。

さ かぐち：宅地開発が途中で放棄され、盛土が一部崩落して調整池を埋
めてしまうなど、造成地全体の盛土強度に疑問がある。計画地周辺が
急傾斜危険地域などに指定されるなか、住民らの不安ははかりしれま
せん。防災・減災という点でも、しっかりと考えていただきたい。
市 長：防災、減災対策の重要性はますます高まっており、対策を強化し
ています。大規模な開発にあたっても市民の暮らしの安全・安心を確
保することは当然の前提です。

さ かぐち：バス路線の廃止や減便、スーパーの閉店など和歌山市民に
とって、自動車は生活の必需品となっており、特に障がいのある人に
は無くてはならないものです。個々の実情に応じて自動車の使用を認
めるべきです。
市 長：保有要件については、国の判断に基づき対応していますが、全国
市長会から国に対して「自動車の保有条件を緩和すること」として提
言しています。
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９月27日（月）の本会議において、一般会計補正予算案と、特別
会計補正予算案、個人情報保護条例の改正、など議案19件と人事案
件２件すべてが原案どおり可決・同意されました。
日本共産党市会議員団は、議案19件中17件の議案に賛成。一般会
計補正予算案（議案第１号）と第18号（コロナ関連補正予算案）に
ついては、南畑さち代議員が反対討論を行い問題点を指摘しました。

①新型コロナで売上が一定割合減少している市内事業者に支援金を給付
（７億9,638万5,000円）、②加太88号線の地すべり対策（３億6,000万円）、
③新型コロナワクチン接種事業（２億3,626万8,000円）、④学校図書購入
（１億3,500万円）⑤ＰＣＲ検査公費負担分増額（１億1,159万3,000円）⑥ワ
クチン接種協力医療機関慰労金（7,300万円）などの増額補正です。

10月３日（日）午後３時45分ごろ紀の川にかかる「六十谷水管橋」（長さ
約550㍍）の一部が崩落し、川の北側の約６万世帯が断水。10月４日（月）、
決算特別委員会が開催され、事故の発生に伴い、市議会を含め全市を挙げて
事故対応に当たる必要があり、慎重な審査を執り行うためにも、付託されて
いる案件については、12月定例市議会までの閉会中の継続審査とすることが
決定されました。
３日（日）に市議会緊急時業務継続計画（ＢＣＰ）が発動され、事態がほ
ぼ落ち着いてきた11日（月）の午前までの間、各会派代表による市議会対策
会議が11回開かれました（日本共産党市会議員団は中村あさと幹事長が出席）。
ＢＣＰ発動後は市当局への問い合わせや要望は、市議会対策会議に集中す
ることになっているため、日本共産党和歌山市会議員団は５回で26項目を要
望。市議会対策会議として各会派の要望（６回で46項目）を取りまとめ、市
当局へ要望しました。

議案第１号の小学校給食民間委託事業２億9,104万５千円につい
て、学校給食は単に食を提供するものではなく、食育として位置づ
けられています。地産地消をはじめ、その果たす役割を大きく、生
きる教材と言われています。学校給食業務は一連のまとまりとして
公的責任の下で実施するべきです。また、民間委託は人件費削減を
目的としており、官製ワーキングプアを生むことになるため問題で
あり、議案第１号には賛成できません。
次に、議案第18号の路線バス利用実態調査委託料495万円につい
て、コロナ禍で、乗客数が減少している下での調査となれば、減便
や路線廃止を助長することになり、住民の願いに逆行しています。
今、市として取り組むべきは、移動に困難をきたしている住民に
とって、必要な公共交通手段の構築とその実現であると考えますの
で、議案第18号には反対です。
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（２議案への反対討論内容）

一般会計補正予算（23億3,993万2,000円増額）の概要

10月４日（月）急遽、９月定例市議会を閉会

日本共産党市会議員団（６名全員）の一般質問 （質問順に掲載します。裏面に続きます。）
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ホームページでは、日々の各議員活動報告等を掲載しています。

ひ めだ：ハローワークや求人広告などで求職活動をしても就職できない
方がいます。就職先の紹介だけでなく就労継続や定着のための支援と
して、無料職業紹介事業に取り組んでいる市があります。本市も同事
業に取り組むことや指定管理など市の事業に就労支援を組み入れては
どうか。
副 市長：ハローワーク和歌山と緊密に連携しており、無料職業紹介事業
は考えておりません。市の事業に就労支援を組み入れることは、どの
ような業務が対応可能か関係部局で意識の共有を図ります。

ひ めだ：市長は以前「投票環境の向上のための方策を期日前移動投票所
の必要性も含め、選挙管理委員会と十分に協議する」と答弁しまし
た。ぜひ、前向きな検討を行い設置していただきたい。
市 長：商業施設などに期日前投票所を増やすなど一定の効果はあったと
考えますが、今後とも有権者にとっての更なる投票環境向上のための
方策を選挙管理委員会と協議します。

森 下：老朽化した私道は高額なため補修もできず、市道認定を受けよう
にもハードルが高いなど、安全が保たれていない現状です。道路環境
の安全確保はたとえ私道であっても重要です。他の中核都市９市のよ
うに助成制度を作っていただきたい。
市 長：私道は所有者等による維持管理が原則であり、市が直接、予算を
計上することは困難です。

森 下：年間1300万人の集客目標を理由に、交通アクセスなどのインフ
ラ整備を公共投資として求められたり、ＩＲの継続が困難になった場
合のリスクを本市が負う可能性など、市民生活への多大な影響がか
かっています。知事の暴走を止める立場に立っていただきたい。
市 長：求められる可能性はあるかもしれませんが、ＩＲ誘致のための新
たな公共投資は考えていません。また、継続が困難になった場合のリ
スクが本市に及ばないよう、県と事業者間で締結する実施協定に定め
るものと考えています。

井 本：８月17日の大雨による床下浸水で、連絡所に自主避難された高
齢者に対して、横になるのに介助を求めても職員が対応できず、夜の
10時半に民間介護事業所職員に送ってもらって帰宅したとのことで
す。災害規模の大小にかかわらず、地域防災計画に基づき、適切な対
応を行っていただきたい。
局 長：今回は、自主避難者の状況把握など、本部として課題があったと
認識しています。今後は、迅速かつ適切な対応ができるよう関係対策
部と連携してまいります。

井 本：昨年、自転車が水路に転落し死亡する事故が３カ月連続で発生し
ました。いずれも柵の無い道路からの転落です。市民の安全を守るた
め、できる限りの可能性を追求し、安全対策を取っていただきたい。
局 長：危険個所を意識した道路パトロールや、市民からの通報、自治
会・水利組合や学校関係者からの情報提供や改善要望をもとに、現地
に即した転落防止対策を実施しています。

南 畑：特別障害者手当（月額27,350円）は、精神や身体に重度の障が
いを有し、常時特別な介護が必要な方の負担軽減のための国の制度で
す。介護保険の要介護４、５で特別な介護が必要な方も受給できる可
能性があります。障害者手帳を持っていない要介護者に対し、もっと
周知するべきです。
局 長：制度の内容を関係課と連携して周知する必要があると思います。
障害福祉サービス事業所が参加する集団指導の場での制度紹介やチラ
シなどを活用するなど努めます。

南 畑：「音声も点字案内も無い案内板」「エスコートゾーンが無い横断歩
道で渡れない」「トイレにたどり着けない」など、市長として障がい
者の立場で駅を利用してみてはどうか。
市 長：体験も含め、施設整備を行う行政が主体的に高齢者、障がい者の
方々の目線に立ち、安心安全に移動・利用できる環境の整備を推進し
ていきます。
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